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維持管理における道路横断排水施設への土砂等流出の対策手法に関する研究

研究予算：運営費交付金

研究期間：令 5～令 5 

担当チーム：施工技術チーム

研究担当者：間渕利明、宮下千花

【要旨】

道路際での対策が合理的と考えられる道路横断排水施設の条件を明確にするための可能性調査として、砂防分

野及び道路土工分野の調査研究の成果から、両分野の渓流特性の相違、道路被害を生じた渓流の特徴、道路との

位置関係等を分析した。その結果、流域面積が 20 ha 未満、延長が 800 m 未満、道路との交差部の勾配が 3～10 度

の渓流を対象とした土砂等流出への対策を検討すると、多くの道路被害を抑制できる可能性が示唆された。ただ

し、砂防分野で研究開発されている小規模な渓流向けの対策施設を参考に道路際の対策工法を検討する際には、

渓流の規模の違い、対策施設の設置の考え方の違いなどを考慮する必要がある。
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1. はじめに

道路区域外の渓流からの土砂、流木等による道路横

断排水施設の閉塞は、道路路面への土砂流出、道路盛

土の崩壊等につながることがある。これらの被害は、

特に地方自治体が管理する山地部道路の小規模渓流と

の交差部において、気候変動の影響を受けた近年の降

雨による代表的な被害形態の一つとなっている。

道路管理者が維持管理において対策できる手法を検

討するためは、道路際での対策が合理的と考えられる

道路横断排水施設の条件を明確にする必要がある。本

研究では、条件の明確化に対する可能性調査として、

砂防分野及び道路土工分野の調査研究の成果を収集整

理し、各分野で研究対象とされる渓流の特性の相違、

道路被害を生じた渓流の特徴、道路との位置関係等を

分析した。

2. 分析方法

2.1 砂防分野の文献収集整理

小規模な渓流（無流水渓流 1)を含む）での土砂流出

現象に関する文献を収集し、研究対象とされている渓

流の特徴（流域面積、渓床勾配、流路長、流域の地質、

流出土砂量、流出土砂の粒径等）を調べた。また、小

規模な渓流（無流水渓流含む）の対策（砂防施設）に

関する文献を収集し、施設の寸法形状、基礎の根入れ、

対策の分類（透過、不透過）、対象とする渓流の特徴な

どを調べた。

2.2 道路土工分野の文献収集整理 

道路被害の生じた渓流の特徴や道路との位置関係に

関する道路土工分野の調査研究の文献を収集し、また、

著者らが把握している被災事例例えば 2)を再整理して、渓

流の特徴（流域面積、渓床勾配、流路長、流域の地質

等）、砂防分野の小規模な渓流（無流水渓流を含む）と

道路土工分野で研究対象とされている渓流の規模等の

相違、道路との位置関係（交差部での渓床勾配、発生

源からの距離等）、道路土工構造物の種類（盛土、切土

等）等について調べた。

3. 分析結果

3.1 砂防分野の文献収集整理

無流水渓流対策に係る技術的留意事項（試行案）1)の

発出以降、無流水渓流に着目した渓流の抽出方法や対

策検討に関する文献が多かった。文献から読み取れた

情報から渓流の諸元を整理した結果、39/42 件で無流水

渓流に該当する結果であった。このため、研究対象の

渓流の流域面積はいずれも 5 ha 以下であり、渓床勾配

の最頻値は 25～30 度、流路長の最頻値は 200～300 m

であった 3)～9)。 

対策工は、無流水渓流（小規模渓流）を対象として

いることから、透過型で、ワイヤーロープ等の簡易な

対策施設の実験、解析等に関するものが多かった例えば

8)、9)。 

3.2 道路土工分野の文献収集整理 

道路被害が生じた渓流の流域面積と渓流延長の関係

を図-1に示す。流域面積が 20 ha 以下、渓流延長が 800 

m 以下のものが多く、渓流規模は大きくなかった。一

方、小規模な渓流に関する論文に限定したため、砂防
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分野の文献から抽出した渓流よりも規模の範囲が広

かった。ここで、赤色のポイント（●）は横断排水施

設の閉塞により道路盛土が崩壊した事例であるが、道

路盛土の崩壊の有無と、流域面積又は渓流延長との相

関はなかった。 

道路防災点検の土石流に関する安定度調査では、渓

流の最急渓床勾配（30 度以上、30 度以上 40 度未満、

40 度以上の 3 段階）と斜面勾配（30 度以上の斜面の面

積）が評価の観点となっている。収集した事例では、

最急勾配が 30 度以上の渓流は全体の 74 %であった。

また、斜面勾配が 30 度以上の斜面の面積が流域全体

の面積に占める割合はいずれの事例も 70 %を超えて

いた。 

図-2 に渓流の流域面積と横断排水施設の断面積と

の関係を示す。流域面積が大きいほど断面積は大きく

なる傾向であった。しかし、同一の流域面積の渓流に

設置された横断排水施設の断面積にはバラツキがあり、

例えば流域面積が 10 ha 程度の渓流に設置された横断

排水施設の断面積の最小値は 0.25 m2（函渠、0.5 m×

0.5 m）、最大値は 2.25 m2（函渠、1.5 m×1.5 m）であっ

た。横断排水施設の設置時期、地域の降水量から算出

される雨水流出量、渓流での土砂等の発生の見込み方

などが異なった結果であると考えられる。ここで、赤

色のポイント（●）は横断排水施設の閉塞により道路

盛土が崩壊した事例である。収集した事例の範囲にお

いて、盛土崩壊と横断排水施設の大きさとの関係は不

明瞭であった。 

図-1 及び図-2 に示した渓流が道路と交差する地点

での勾配を図-3のヒストグラムで示す。図の上部には、

土砂移動の形態の渓床勾配による目安 10)を参考として

併記した。道路との交差部における渓流勾配は 3～10

度の事例が最も多く、土石流の堆積区間に相当する勾

配が全体の約 70 %を占めた。 

流域面積が 20 ha 未満、延長が 800 m 未満、道路と

の交差部の勾配が 3～10 度の渓流を対象とした土砂等

流出への対策を検討すると、多くの道路被害を抑制で

きる可能性が示唆された。ただし、本研究で収集した

砂防分野の研究が対象としている小規模な渓流は道路

被害の生じた渓流よりも規模が小さかった。そのため、

砂防分野で研究開発されている小規模な渓流向けの対

a) 全データ 

b) 流域面積 20 ha 以下及び渓流延長 800 m 以下のみ 

図-1 道路被害が生じた渓流の流域面積と 

渓流延長の関係 
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図-2 道路被害が生じた渓流の流域面積と 

横断排水施設の断面積との関係 

図-3 道路被害が生じた渓流の 

道路との交差部での勾配 
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策施設を参考に道路際の対策工法を検討する際には、

渓流の規模の違い、対策施設の設置の考え方の違いな

どを考慮する必要があると考えられる。 

 

4.  まとめ 

道路際での対策が合理的と考えられる道路横断排水

施設の条件を明確にするために、砂防分野及び道路土

工分野の調査研究の成果を収集整理し、各分野で研究

対象とされる渓流の特性の相違、道路被害を生じた渓

流の特徴、道路との位置関係等を分析した。 

1） 流域面積が 20 ha 未満、延長が 800 m 未満、道路と

の交差部の勾配が 3～10 度の渓流を対象とした土

砂等流出への対策を検討すると、多くの道路被害

を抑制できる可能性が示唆された。 

2） ただし、本研究で収集した砂防分野の研究が対象

としている小規模な渓流は道路被害の生じた渓流

よりも規模が小さかった。 

3） そのため、砂防分野で研究開発されている小規模

な渓流向けの対策施設を参考に道路際の対策工法

を検討する際には、渓流の規模の違い、対策施設の

設置の考え方の違いなどを考慮する必要があると

考えられる。 
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